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１１ 不可欠設備と市場支配力について不可欠設備と市場支配力について

移動系固定系

○ 現行のⅠ種指定電気通信設備制度は、不可欠設備を利用するサービスに対し、接続関連規
制・行為規制・サービス規制を一体的に適用しているところ。

○○ 現行の現行のⅠⅠ種指定電気通信設備制度は、不可欠設備を利用するサービスに対し、接続関連規種指定電気通信設備制度は、不可欠設備を利用するサービスに対し、接続関連規
制・行為規制・サービス規制を一体的に適用しているところ。制・行為規制・サービス規制を一体的に適用しているところ。

不可欠設備などに係る市場支配力と（小売）サービスに係る市場支配力は区分可能か。
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２２ 企業グループによる市場支配力について企業グループによる市場支配力について

○ ＦＭＣやトリプルプレイにより、固定電話、携帯電話、ネット配信のバンドル化が進展する可能性。
○ 子会社や関連会社と一体となったサービス提供が拡大するおそれ。

○○ ＦＭＣやトリプルプレイにより、固定電話、携帯電話、ネット配信のバンドル化が進展する可能性。ＦＭＣやトリプルプレイにより、固定電話、携帯電話、ネット配信のバンドル化が進展する可能性。
○○ 子会社や関連会社と一体となったサービス提供が拡大するおそれ。子会社や関連会社と一体となったサービス提供が拡大するおそれ。

企業グループによる市場支配力の懸念について、どのような検証方法や規制の見直しが必要か。

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携に関する公正競争要件の確保 ＮＴＴ東西とその子会社等の連携に関する競争ルールの整備

“子会社等への業務委託については、取引等の
複雑化等に起因する非効率が発生していないか

検討が必要。”
（プライスキャップの運用に関する研究会報告（０６年４月））

■ＮＴＴ東西が経営効率化等を目的として子会社等を設立し、これと連携（ＮＴＴ東西から受託）して
事業を行なう場合、結果として、ドミナント規制を回避することとなる可能性。

■ＮＴＴ東西とその子会社等の共同的・一体的な市場支配力等の可能性について、所要のルール整
備が必要。

■その際、両者の関係についても検証可能な仕組みであることが必要。

基本的考え方

共同的・一体的な市場支配力の濫用防止のための競争ルール

ＮＴＴ東西

ＮＴＴ東西（合計）の社員数

約１２．７万人１２．７万人（９９年７月の再編成時）

約２．０万人２．０万人（０６年３月）

ＮＴＴ東西の子会社等

受 託

実質的な一体営業

共同的・一体的な市場支配力の濫用の可能
性について定期的に検証を行い得る仕組み

の構築。

ＮＴＴ東西とその子会社等の関係の
検証が可能な仕組みの構築

出 資転籍等によ転籍等によ
る人員移管る人員移管

ドミナント規ドミナント規
制を適用制を適用

●ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携によるＦＭＣサービスの提供は、市場統合が進む中、利用者利便の向上を図る
観点から見て、基本的に望ましい。

●他方、両者ともに指定電気通信設備を保有する事業者であることから、両者の市場支配力が結合することに
より、双方の市場に競争阻害的な要素が拡大する懸念。

基本的考え方

公正競争確保の在り方
（３つの事業形態を想定）

１）事業者間接続型

公正競争確保措置が必要

２）ＭＶＮＯ活用型

３）設備共用型

ＮＴＴ東西・ＮＴＴドコモは、それぞれ他事業者からの
接続申込みに対しても同等の条件での接続が必要。

ＭＮＯ（ドコモ）はＭＶＮＯ（ＮＴＴ東西）以外にも、
同等の条件で卸役務の提供等が必要。

認められない（可能な限り、ＮＴＴと別個の伝送路を
構築することが要請される）

共同営業

の原則禁止

活用業務
認可

が必要

認可ガイドラインの見直し等を
実施。

（０７年夏までに）
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３３ レバレッジについてレバレッジについて

○ IP化の進展により水平的市場統合が進み、レイヤ型の競争モデルへ転換。

○ 一方で、垂直的市場統合も活発化し、各レイヤー全体を念頭に置いた公正競争確保が必要に。

○○ IPIP化の進展により水平的市場統合が進み、レイヤ型の競争モデルへ転換。化の進展により水平的市場統合が進み、レイヤ型の競争モデルへ転換。

○○ 一方で、垂直的市場統合も活発化し、各レイヤー全体を念頭に置いた公正競争確保が必要に。一方で、垂直的市場統合も活発化し、各レイヤー全体を念頭に置いた公正競争確保が必要に。

水平・垂直方向へのレバレッジによる競争上の懸念を、制度的に明確化することは必要か。


